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「産業技術総合研究所つくばセンター」の施設管理等業務における 

民間競争入札実施要項 

〔つくばセンター自動車運転・維持管理業務〕 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号｡以下｢法｣という。）に基

づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益を享受する国民の立場

に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争

の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な、公

共サービスを実現することを目指すものである。 

これを踏まえ、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下「研究所」という。）は、公共サービス

改革基本方針（平成２３年７月１５日閣議決定）別表において民間競争入札の対象として選定された

「(国)産業技術総合研究所の「産業技術総合研究所つくばセンター」の施設管理等業務」における事業

のうち「つくばセンター自動車運転・維持管理業務」（以下｢本業務｣という。）について、公共サービ

ス改革基本方針に従って、本実施要項を定めるものとする｡ 

 

 

１．対象公共サービスの詳細な内容及びその実施にあたり確保されるべき対象公共サービ

スの質に関する事項（法第 14条第２項第１号） 

 

（１）対象公共サービスの詳細な内容 

 

①研究所の概要 

研究所は、環境、生命工学、情報・人間工学、材料・化学、エレクトロニクス・製造、地質調査

及び計量標準（５領域・２総合センター）の研究を行う我が国最大級の公的研究機関である。本部

を東京及びつくばに置き、つくばセンターを除く全国９ヶ所にそれぞれ特徴ある研究を重点的に行

う地域センターを配している。 

 

②対象施設の概要 

対象施設となるつくばセンターは、つくば中央地区、つくば西地区及びつくば東地区からなる。 

1)所在地 

つくば中央地区  茨城県つくば市東１－１－１、梅園１－１－１ 

つくば東地区   茨城県つくば市並木１－２－１ 

つくば西地区   茨城県つくば市小野川１６－１ 

2)施設配置 別紙５－１から別紙５―３ のとおり。 

 

③業務の対象と業務内容 

1)業務の概要 

研究所のつくばセンター内及び研究所が指定する近隣指定箇所を巡回する連絡バスの運行、

つくばセンター内を巡回する所内便の運行及び研究所が指定する車両の管理を行うこと。 

2)業務の仕様 

本業務の仕様については、別紙４：つくばセンター自動車運転・維持管理業務仕様書 

 

3



 

（以下「仕様書」という。）を参照のこと。 

④業務の引き継ぎ 

1)現行の事業者からの引継ぎ 

研究所は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、現行の事業者及び本業務を新たに実施す

ることとなった事業者に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認

する。 

本業務を新たに実施することとなった事業者は、業務の開始日までに、業務内容を明らか

にした書類等により、現行の事業者から業務の引継ぎを受けるものとする。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、現行の事業者の負担となる。 

2)本業務終了の際に事業者の変更が生じた場合の引継ぎ 

研究所は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、本業務の事業者及び次回の事業者に対し

て必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

本業務の終了に伴い事業者が変更となる場合には、本業務の事業者は、当該業務の開始日

までに、業務内容を明らかにした書類等により、次回の事業者に対し、引継ぎを行うものと

する。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、本業務の事業者の負担となる。 

 

（２）サービスの質の設定  

本業務の実施にあたり達成すべき質及び最低限満たすべき水準は以下のとおりとする。 

 ①業務の包括的な質  

本業務を通じて包括的に達成すべき質は、以下のとおりとする。 

【表１】 

状態 主要事項 指  標 

平常時 

安全性の確保 

本業務の不備に起因して人身事故が発生しないこと。

回数【０回】 

本業務の不備に起因して物損事故が発生しないこと。

回数【０回】 

業務継続性（品質）の確

保 

本業務の不備に起因する業務の中断が発生しないこ

と。 回数【０回】 

不具合の対応 
利用者から車両の不具合等の連絡があった際に迅速

な対応をすること。 

緊急時 業務継続性の確保 

大地震・火災等の緊急事態により、研究所がその業務

の一部又は全部を停止した場合において、研究所が機

能を回復する過程で、本業務の不備に起因した復旧の

遅れがないこと。 

大地震・火災等の緊急事態により、広範な地域におい

て機能を停止（研究所がり災していない場合に限る。）

し、研究所がその業務の一部又は全部を停止した場合

において、研究所が機能を回復する過程で、本業務の

不備に起因した復旧の遅れがないこと。 
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②業務において確保すべき水準  

本業務において確保すべき水準は、仕様書において定める内容を確保することとする。 

なお、民間事業者は、定められた仕様書について、企画書において改善提案を行うことがで

きる。  

 

（３）創意工夫の発揮可能性  

本業務を実施するにあたっては、以下の観点から法令に反しない限り民間事業者の創意工夫

を反映し、サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率化の向上、経費の削減等）に努める

ものとする。  

 

①業務の実施全般に対する質の確保に関する提案 

民間事業者は、別途定める様式に従い、本業務の実施全般に係る質の向上の観点から取り組

むべき事項等の改善提案を行うことができる。その際、具体的な方法等を示すとともに、仕様

書で示す現行基準レベルの質が確保できる根拠等を明示すること。  

 

②従来の実施方法に対する改善提案  

民間事業者は、本業務の現行基準として示す従来の実施方法に対し、改善すべき提案（経費

の削減に係る提案を含む）がある場合は、別途定める様式に従い、具体的な方法等を示すとと

もに、仕様書で示す現行基準レベルの質が確保できる根拠等を明示すること。 

 

（４）委託費の支払方法 

研究所は、民間事業者が行う本業務について契約期間中の検査・監督を行い、本業務の実施

状況及び質の状況を確認した上で、請負代金を支払う。検査・監督の結果、本業務の実施状況

及び質の状況が確保されていない場合は、研究所は再度業務を行うように改善の指示を出し、

民間事業者は、業務改善計画書を研究所に提出するとともに所要の改善を行うこととする。改

善後の本業務の実施状況及び質の状況が確保されているかが確認できるまでの間、請負代金の

支払を保留する。  

請負代金の支払にあたっては、民間事業者は当該月分の本業務の完了後、適法な支払請求書

により当該月分の支払請求を行う。研究所は、民間事業者からの請求があったときは、速やか

に所定の金額を民間事業者（入札参加グループ（下記３．（５）①に規定する「入札参加グルー

プ」をいう。以下同じ。）の場合は代表者（下記３．（５）①に規定する「代表者」をいう。以

下同じ。））に支払うものとする。 

 

（５）費用負担等に関するその他の留意事項 

 

①消耗品等  

本業務を実施するにあたり、民間事業者が使用する消耗品（燃料等）及び附属品については、

仕様書において民間事業者が負担することとして定められているものを除き研究所の負担とし、

民間事業者からの請求に応じて支給するものとする。  
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②光熱水費  

研究所は、民間事業者が本業務を実施するにあたり使用する光熱水費を無償で提供するもの

とする。  

 

③施設等使用料  

研究所は、民間事業者が本業務を実施するにあたり使用する控室等を無償で提供するものと

する。  

 

④法令等の変更による増加費用及び損害の負担  

法令等の変更により民間事業者に生じた合理的な増加費用又は損失については、以下の1)か

ら3)のいずれかに該当する場合には研究所が負担し、それ以外の変更については民間事業者が

負担するものとする。  

1)本業務に類型的又は特別に影響を及ぼす法令、基準等の変更及び税制度の新設  

2)消費税その他類似の税制度の新設・変更（税率の変更を含む。）  

3)上記1)及び2)のほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制度の新設・変更（税

率の変更を含む。） 

 

 

２．実施期間に関する事項（法第 14条第２項第２号） 

 

本業務の実施期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までとする。 

 

 

３．入札参加資格に関する事項（法第 14条第２項第３号及び第３項） 

 

本入札に参加しようとする者(以下「入札参加者」という。)は、以下の（１）から（４）の全ての

要件を満たしていること。 

 

（１）法第１５条において準用する法第１０条各号（第１１号を除く。）に該当しない者であること。  

 

（２）国立研究開発法人産業技術総合研究所契約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該当しない

者であること。 

 

（３）国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領（以下「審 

   査事務取扱要領」という。）により、平成２８・２９・３０年度において「役務の提供等」の 

「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている者であること。 

なお、入札参加グループで入札に参加する場合には、審査事務取扱要領において、代表者にあ

っては平成２８・２９・３０年度において「役務の提供等」の「Ａ」の等級に格付けされてお

り、代表者以外の入札参加グループ員（下記（５）①に規定する「入札参加グループ員」をい

う。以下同じ。）にあっては「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付されている者であること。

また、全省庁統一資格において、当該資格を有する者は、同等級に格付けされている者とみな 
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す。 

 

（４）本入札公告の日から開札の時までの期間に国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る

指名停止等の措置要領に基づく指名停止を受けていないこと。 

 

（５）入札参加グループでの入札について  

 

①入札参加グループの結成  

入札参加者が本実施要項に定める業務のすべてを単独で遂行することができない場合には、

提出書類（下記４．（２）②で規定する「提出書類」をいう。）を提出する時までに、業務の

すべてを共同で遂行することにより入札に参加するグループ（以下「入札参加グループ」とい

う。）を結成し、入札に参加することができる。その際、入札参加グループに参加する者を入

札参加グループ員とし、入札参加グループ員のうちから代表企業及び代表者を定めるものとす

る。  

なお、入札参加グループ員は、ほかの入札参加グループに参加し、又は単独で入札に参加す

ることはできない。 

また、入札参加グループを結成した場合には、すべての入札参加グループ員は、入札参加グ

ループ結成に関する協定書又はこれに類する書類を作成しなければならない。  

 

②入札参加グループの入札参加資格  

すべての入札参加グループ員は、本項の（１）から（４）のすべての要件を満たしているこ

と。 

 

（６）入札参加予定の事業協同組合の構成企業が、単独若しくは他の共同体のグループ企業として参

加すると競争の公正性が阻害されることから、入札参加予定の事業協同組合の構成企業は、他

の入札参加グループに参加し又は単独で入札に参加することはできない。 

 

 

４．入札に参加する者の募集に関する事項（法第 14条第２項第４号） 

 

（１）入札の実施手続及びスケジュール（予定） 

【表２】 

手   続  き スケジュール 

①入札公告の官報公示 ○ 平成 29年 11月上旬頃 

②入札説明会     ○ 平成 29年 11月中旬頃 

③現場説明会     ○ 平成 29年 11月中旬頃 

④入札等に関する質疑応答 平成 29年 12月中旬頃 

⑤入札書類の受付期限 ○ 平成 30年 1月上旬頃 
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⑥入札書類の評価   ○ 平成 30年 1月下旬頃 

⑦開札・落札者予定者等の決定 平成 30年 2月上旬頃 

⑧契約締結      ○ 平成 30年 2月下旬頃 

 

（２）入札実施手続 

 

①入札説明会後の質問受付 

入札公告以降、研究所において入札説明書の交付を受けた者は、本実施要項の内容や入札に

係る事項について、入札説明会後に、研究所に対して質問を行うことができる。質問は原則と

して電子メールにより行い、質問内容及び研究所からの回答は原則として入札説明書の交付を

受けた全ての者に公開することとする。 

ただし、入札参加者の権利や競争上の地位等を害するおそれがあると判断される場合には、

質問者の意向を聴取した上で公開しないよう配慮する。 

 

②提出書類及び提出時期 

入札参加者は、本業務の実施に係る入札金額を記載した書類（以下「入札書」という。）及

び総合評価を行うにあたり必要となる業務実施の具体的な方法、その質の確保方法等に関する

書類（以下「企画書」という。）及びその他審査に必要となる書類を提出すること。 

なお、上記の入札金額には、本業務に要する一切の諸経費の108分の100に相当する金額を記

載することとする。 

また、法第10条各号に規定する欠格事由にあたらないことを誓約する書類（別紙７）を併せ

て提出すること。 

 

③企画書の内容 

入札参加者が提出する企画書には、本実施要項５．で示す総合評価を受けるために必要な次

の事項を記載すること。  

1)代表責任者及び本業務責任者等【様式１】  

ア．入札参加者の代表責任者、本業務の責任者を記載する。  

イ．本業務を実施するにあたっての具体的な実施体制（責任者の配置及び当研究所との連絡

体制等）を記載する。 その際、業務フローも合わせて記載すること。 

なお、入札参加グループで参加する場合は、様式１に入札参加グループ員の一覧、入

札参加グループの代表事業者、入札参加グループ員の代表責任者及び各業務の担当者を

記載すること。入札参加グループ結成に関する協定書又はこれに類する書類を添付する

こと。  

2) 本業務の業務従事者及び法的資格等を有する者等の配置【様式２】  

ア．本業務を実施するにあたって、業務従事者及び必要とする法定資格等を有する者の配置

を記載すること。 

イ．本業務を実施するにあたって、人員の不足が生じた際の補助体制を記載すること。 

3)業務実績【様式３】  

ア．当研究所が必要とする役務又はこれと類似する役務について、過去３年間におけるサー
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ビス提供の実績を記載すること。  

4) 業務の質の確保に対する考え方【様式４】  

ア．本業務の実施全般に対する質の確保についての考え方について記載すること。 

イ．本業務を実施するにあたって、業務従事者の業務遂行能力の向上のために、社内教育及

び研修等の実施体制及び実施内容について記載すること。 

5) 緊急時の体制及び対応方法【様式５】  

ア．緊急時（本業務の実施にあたり想定していたとおりの業務を実施することが困難になる

未知の事故・事象が生じた場合）及び非常時の対応について、バックアップ体制、対応

方法、対応手順及び連絡先について具体的に記載すること。 

イ．トラブル時や緊急時に円滑に対応するために、具体的な事態を想定した上での現実的か

つ効果的な対策の提案があれば記載すること。 

6)改善提案【様式６、７】  

従来の実施方法に対し、改善提案を行う場合は、改善を行う業務の項目と提案の概略を整

理し記載すること。 

また、以下の項目毎に具体的な提案を記載すること。 

ア．改善提案を行う業務について 

イ．改善提案を行う理由について 

ウ．改善提案の内容について 

エ．改善提案による質の向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）について 

オ．改善提案の実施方法について 

カ．実施体制について 

7)女性の活躍推進  

評価の対象となる女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６

４号。以下「女性活躍推進法」という。）、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第

１２０号。以下「次世代法」という。）及び青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５

年法律第９８号。以下「若者雇用促進法」という。）に基づく認定等を証する書類（当該認

定等の根拠法令に基づき厚生労働省が定める各都道府県労働局長が発出した認定通知書等）

を提出すること。 

 

④開札にあたっての留意事項 

1)開札は、入札者又はその代理人を立ち合わせて行う。ただし、入札者又はその代理人が立

ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち合わせて行うこととする。  

2)入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。  

3)入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応じ

競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状（入札説明書に添

付されている）を提示又は提出しなければならない。  

4)入札者又はその代理人は、入札中は、入札関係職員が特にやむを得ない事情があると認め

た場合のほか、開札場を退場することができない。 

 

 ⑤その他審査に必要となる書類 

上記②の「その他審査に必要となる書類」とは、以下のとおりである。  
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1)入札参加者（入札参加グループの場合はすべての入札参加グループ員）の審査事務取扱要

領における平成２８・２９・３０年度の競争参加資格又は全省庁統一資格の写し  

2)本実施要項別紙６に記載された業務実施責任者等の条件について、当該業務を行う者が必

要な条件を満たすことを証する書類（写しでも可） 

 

 

５．対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準その他の対象公共サービ

スを実施する者の決定に関する事項（法第 14条第２項第５号） 

 

本業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価方式によるものとする。  

なお、評価は、研究所に、本業務に関して利害関係を有しない外部有識者を含む評価委員会を設置

して行うものとする。  

（１）落札者決定にあたっての質の評価項目の設定  

落札者を決定するための評価は、提出された企画書の内容が、本業務の目的・趣旨に添って実

行可能なものであるか（必須項目審査）、また、効果的なものであるか（加点項目審査）につい

て行うものとする。  

 

① 必須項目審査（１００点）  

必須項目審査においては、入札参加者が次の必須項目を満たしていることを確認する。すべ

て満たした場合は基礎点（１００点）を付与し、一つでも満たしていない場合は、失格として

下記②の加点項目審査は行わない。（別紙１参照）  

1)業務の実施体制について  

ア．入札参加者の代表責任者、本業務の責任者を記載する。  

イ．本業務を実施するにあたっての具体的な実施体制（責任者の配置及び当研究所との連絡

体制等）を記載する。  

2)業務の質の確保について  

ア．本業務の実施全般に対する質の確保についての考え方について記載すること。  

3)現行基準レベルの質の確保  

ア．緊急時（本業務の実施にあたり想定していたとおりの業務を実施することが困難にな

る未知の事故・事象が生じた場合）及び非常時の対応について、バックアップ体制、対応方

法、対応手順及び連絡先について具体的に記載すること。 

 

② 加点項目審査（６５点）  

必須項目審査で合格した入札参加者に対して、次の加点項目について審査を行う。  

なお、提案内容については、具体的であり、かつ効果的な実施が期待されるかという観点か

ら、基本的には従来の実施方法と提案内容との比較を行い、絶対評価により加点（満点の場合

は６５点）する。（別紙１参照）  

採点基準については、評価委員が加点項目ごとに提案書の内容を審査し、表３の採点基準に

より評価点を決定する。評価委員の評価点の平均値を表４に当てはめることにより評価を決定

し、評価を元に表５の加点得点を決定する。（女性の活躍推進を除く。） 
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【表３ 採点基準】 

採点基準 評価点 

非常に優れている ３ 

優れている ２ 

標準的・一般的である １ 

記載なし又は効果が期待できない ０ 

 

【表４ 評価点】 

評価委員の評価点の平均値 評  価 

３.００～２.２５ Ａ評価 

２.２４～１.５０ Ｂ評価 

１.４９～０.７５ Ｃ評価 

０.７４～０.００ Ｄ評価 

※平均値については、小数点第２位まで求めることとし、第３位を四捨五入する。 

 

【表５ 加点得点】 

評  価 ５点の場合 １０点の場合 

Ａ評価 ５ １０ 

Ｂ評価 ３ ７ 

Ｃ評価 ２ ３ 

Ｄ評価 ０ ０ 

 

1) 業務の実施体制について（２０点）  

ア．本業務を実施するにあたって、人員の不足が生じた際の補助体制を記載されているか。 

イ．当研究所が必要とする役務又はこれと類似する役務について、過去３年間におけるサー

ビス提供の実績が十分であるか。  

2) 業務の質の確保について（１０点） 

ア．本業務を実施するにあたって、業務従事者の業務遂行能力の向上のために、社内教育及

び研修等の実施体制及び実施内容が明記されているか。  

3) 緊急時及び非常時対応についての考え方・体制（１０点）  

ア．トラブル時や緊急時に円滑に対応するために、具体的な事態を想定した上での現実的か

つ効果的な対策の提案がなされているか。  

4)業務を実施するにあたっての改善提案（２０点）  

ア．業務の質の向上に関する創意工夫の提案がなされているか。 

イ．上記アで記載した提案について、項目毎に具体的な提案がなされているか。 

5)女性の活躍推進（５点）  

ア．評価の対象となる女性活躍推進法、次世代法及び若者雇用促進法に基づく認定等（当該

認定等の根拠法令に基づき厚生労働省が定める各都道府県労働局長が発出した認定通知

書等）を有しているか。  
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（２）落札者決定にあたっての評価方法 

 

①  落札者の決定方法  

必須項目審査により得られた基礎点（１００点）と加点項目審査で得られた加算点（６５点）

を加算し、入札価格（予定価格の制限の範囲内であるものに限る。）で除した値を総合評価点

とし、その得点が入札参加者中で最も高い値の者を落札予定者として決定する。 

 

総合評価点＝（基礎点（１００点）＋加点項目審査による加算点（６５点））÷入札価格 

 

② 留意事項  

1)当該落札予定者の入札価格が予定価格の一定割合に満たない場合は、その価格によって契約

の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるか否か、次の事項について改

めて調査し、該当するおそれがあると認められた場合、又は契約の相手方となるべき者と契

約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められ

た場合には、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、総合評価点が

最も高い１者を落札予定者として決定することがある。 

ア．当該価格で入札した理由及びその積算の妥当性（当該単価で適切な人材が確保されるか

否か、就任予定の者に支払われる賃金額が適正か否か、就任予定の者が当該金額で了解

しているか否か等） 

イ．当該契約の履行体制（常駐者の有無、人数、経歴、勤務時間、専任兼任の別、業務分担

等が適切か否か等） 

ウ．当該契約期間中における他の契約請負状況 

エ．手持機械その他固定資産の状況 

オ．国の行政機関等及び地方公共団体等に対する契約の履行状況 

カ．経営状況 

キ．信用状況 

2)落札予定者となるべき者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者又はその代理人にくじを

引かせ、落札予定者を決定するものとする。 

なお、入札者又はその代理人が直接くじを引くことができないときは、入札事務に関係な

い職員がこれに代わってくじを引き落札予定者を決定するものとする。 

3)落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額、落札者の決定の理

由並びに提案された内容のうち具体的な実施体制及び実施方法の概要について公表するもの

とする。 

 

（３）初回の入札で落札者が決定しなかった場合の取扱いについて 

開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入

札がないときは、原則として、直ちに再度の入札を行うこととし、これによってもなお落札者とな

るべき者が決定しない場合には、入札条件を見直し、再度入札公告に付することとする。 

なお、開札の際に、入札者又はその代理人が立ち合わなかった場合には、その再度入札を辞退し

たものと見なす。 

また、再度の入札公告によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は再度の入札公告によ 
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ると本業務の実施の準備に必要な期間を確保することができない等のやむを得ない事情がある場

合には、本業務の実施方法等を検討し、この場合において、研究所はその理由を公表するとともに、

官民競争入札等監理委員会（以下「監理委員会」という。）に報告する。 

 

 

６．対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項（法第 14

条第２項第６号及び第４項） 

 

（１）開示情報 

対象業務に関して、以下の情報は別紙「従来の実施状況に関する情報の開示」のとおり開示する。 

 

① 従来の実施に要した経費 

② 従来の実施に要した人員 

③ 従来の実施に要した施設及び設備 

④ 従来の実施における目的の達成の程度 

⑤ 従来の実施方法等 

 

（２）資料の閲覧 

前項⑤「従来の実施方法等」の詳細な情報は、民間競争入札に参加する予定の者から要望があっ

た場合、従来の当該業務の調達仕様書、提出書類等について、所定の手続を踏まえた上で閲覧可能

とし、民間競争入札に参加する予定の者から追加の資料の開示について要望があった場合は、研究

所は法令及び機密性等に問題のない範囲で適切に対応するよう努めるものとする。 

 

また、民間競争入札に参加する予定の者は、研究所に「機密情報閲覧に関する誓約書」を提出の

上、資料の閲覧を行うものとする。 

 

 

７．公共サービス実施民間事業者に使用させることができる国有財産に関する事項（法第

14条第２項第７号） 

 

（１）使用施設  

本業務を実施するにあたり使用することができる施設は、研究所つくばセンター内の施設とする。 

ただし、施設等を改修又は改造して業務を行う場合には、あらかじめ研究所の承認を得るものと

し、改修等のために必要となる費用及び業務終了時の原状回復に要する費用は民間事業者の負担と

する。 

 

（２）機器等の持込み  

研究所の業務に支障を来さない範囲において、民間事業者は研究所つくばセンター内に本業務に

必要な機器等を民間事業者の負担において持ち込むことができる。ただし、機器等を持ち込む場合

には、事前に研究所の了解を得るものとし、本業務を終了した際は、原状回復を行わなければなら

ない。  

 

13



 

機器等の持込み又は撤去に要する経費及び持ち込んだ機器等に係る経費については、本実施要項

１．（５）②で規定する光熱水費を除き民間事業者が負担するものとする。 

 

（３）目的外使用等の禁止等 

使用が認められた施設、設備及び物品等については注意を持って使用するとともに、目的外に使

用してはならない。 

また、民間事業者の責めに帰すべき事由により、破損、故障、紛失等による損害が生じた場合に

おいては、これを民間事業者が賠償するものとする。 

 

 

８．公共サービス実施民間事業者が、対象公共サービスを実施するにあたり、研究所に

対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置その他の対象公共サ

ービスの適正かつ確実な実施の確保のために契約により公共サービス実施民間事業者

が講ずべき措置に関する事項（法第 14条第２項第９号） 

 

（１）報告等について 

 

①業務計画書の作成と提出 

民間事業者は、本実施要項で定めた業務を行うにあたり、各年度の事業開始７日前までに、

年度ごとの業務計画書を監督職員に提出し、協議しなければならない。業務計画に変更を生じ

た場合も同様とする。 

 

②業務報告書の作成と提出 

民間事業者は、業務の履行結果を正確に記載した業務日報、業務月報及び年間総括報告書を

作成し、以下のとおり保管又は提出すること。なお、これらの報告書は監督職員に提出し、確

認をうけること。  

1)民間事業者は、業務日報を毎日作成し、翌日（当該翌日が研究所の所定休日（以下「休日」

という。）の場合には、その直後の平日とする。）までに監督職員に提出し、監督職員の確

認を受けること。監督職員の確認を受けた後の業務日報は、業務期間中いつでも閲覧できる

ように保管すること。 

2)民間事業者は、業務期間中、当月分に係る業務月報を、その月の翌月の５日（当該日が休日

の場合には、その直後の平日とする。）までに監督職員に提出すること。監督職員の確認を

受けた後の業務月報は、業務期間中いつでも閲覧できるように保管すること。  

3)民間事業者は、各事業年度終了後毎年４月１０日（当該日が休日の場合には、その直後の平

日とする。）までに、当該事業年度に係る業務に関する年間総括報告書を監督職員に提出する

こと。監督職員の確認を受けた後の年間総括報告書は、業務期間中いつでも閲覧できるよう

に保管すること。 

 

③ 研究所の検査・監督体制 

民間事業者からの報告等を受けるにあたり、研究所の検査・監督体制は次のとおりとする。  
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1)責任者  

責任者は、研究所つくばセンターの管理に関して責任を負うとともに、副責任者、検査職

員及び監督職員を統括するものとし、つくばセンター第一事業所長の職にある者をもって充

てるものとする。  

2)副責任者  

副責任者は、責任者が不在であるときはその責務を代行することとし、つくば中央第一事

業所研究業務推進室長の職にある者をもって充てるものとする。  

3)検査職員  

検査職員は、民間事業者が実施した本業務の質について検査することとし、つくば中央第

一事業所研究業務推進室管理グループ長の職にある者をもって充てるものとする。  

4)監督職員  

監督職員は、民間事業者が実施する本業務について、必要な監督を行うものとし、その職

務にある者については、本業務の契約期間が開始する前までに民間事業者に通知するものと

する。変更がある場合も同様とする。  

 

（２）研究所による調査への協力 

研究所は、民間事業者による本業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があると認めるとき

は、民間事業者に対し、本業務の状況に関し必要な報告を求め、又は民間事業者の事務所又は業

務実施場所に立ち入り、本業務の実施状況又は帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係

者に質問することができる。 

なお、立入検査をする研究所の職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第 26条第１項に

基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携帯し、関係

者に提示するものとする。 

 

（３）指示について 

業務実施期間中の研究所からの連絡や指示については、次のとおりとする。 

研究所は、民間事業者による本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認める

ときは、民間事業者に対し、必要な措置を取るべきことを指示することができる。また、研究所は、

本業務の検査・監督において本業務の質の低下につながる問題点を確認した場合は、随時民間事業

者に指示を行うことができるものとする。  

研究所による指示の経路については以下のとおりとする。 

  

①報告、指示  

民間事業者から研究所への業務計画書・作業報告書その他の関係書類（以下「各種書類」と

いう。）の提出及び各種の報告は、原則として監督職員を通して行うものとする。監督職員は、

提出された各種書類及び各種の報告の内容について修正、追加、処置方法等について民間事業

者に必要な指示を行うものとする。 

また、上記に加え本業務の検査・監督において本業務の質の低下につながる問題点を確認し

た場合は、その場で指示を行うことができる。 
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（４）秘密の保持等 

 

①秘密の保持 

民間事業者は、本業務に関して研究所が開示した情報等（公知の事実等を除く。）及び業務遂

行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、そのための必要な措

置を講ずること。民間事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若しくはその

職員その他の本業務に従事している者又は従事していた者は業務上知り得た秘密を漏らし、又

は盗用してはならない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合には、法第 54条により

罰則の適用がある。 

 

②個人情報の保護 

1)基本的な考え方  

民間事業者は、個人情報保護の重要性を十分に認識し、本業務を実施するにあたって入手

した個人情報の取扱いについては、個人の権利や利益を侵害することがないように、独立行

政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第59号）及び国立

研究開発法人産業技術総合研究所個人情報の保護に関する規程（平成28年１月29日 27規程

第87号）に基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止その他個人情報を適切

に管理するために必要な措置を講じなければならない。  

2)保有の制限  

民間事業者は、本業務を実施するにあたって個人情報を保有するときは、あらかじめ、本

人に対してその利用目的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範

囲を超えて個人情報を保有してはならない。  

3)利用及び提供の制限  

民間事業者は、研究所の指示又は承認がある場合を除き、本業務を実施するための利用目

的のために個人情報を自ら利用し、又は他者に利用させてはならない。 

民間事業者は、本業務によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は研究所以外の者と

の契約（本業務を実施するために締結した他の者との契約を除く。）に基づき実施する事業

に用いてはならない。  

4)複写等の禁止  

民間事業者は、研究所の指示又は承認がある場合を除き、本業務を実施するにあたり研究

所から提供された個人情報を複写し、又は複製してはならない。  

5)報告  

民間事業者は、個人情報の漏えい等が発生し、又は発生の可能性があることを知った場合

には、直ちに第一事業所研究業務推進室に報告し、その指示に従うものとする。  

なお、本業務が終了した後においても同様である。  

6)管理体制の整備  

民間事業者は、本業務を実施するにあたり、個人情報の管理に関する責任者を定めるなど

管理体制を整備しなければならない。  

7)周知 

民間事業者は、本業務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても本業務を実施す

るにあたり知り得た個人情報を漏えいし、又は不当な目的に使用してはならないことなど、 
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個人情報の保護に関して必要な事項を周知徹底しなければならない。  

 

（５）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

 

①業務の開始及び中止 

1)民間事業者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開始しなけれ

ばならない。 

2)民間事業者は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするときは、あらかじめ、

研究所の承認を受けなければならない。 

 

②公正な取扱い 

1)民間事業者は、本業務の実施にあたって、研究所の施設利用者を合理的な理由なく区別して

はならない。 

2)民間事業者は、研究所の施設利用者の取扱いについて、自らが行う他の事業における利用の

有無等により区別してはならない。 

 

③金品等の授受の禁止 

民間事業者は、本業務の仕様書に定めのあるものの他、金品等を受け取ること又は与えるこ

とをしてはならない。 

 

④宣伝行為の禁止 

民間事業者及び本業務に従事する者は、本業務の実施にあたって、自らが行う業務の宣伝を

行ってはならない。 

民間事業者及び本業務を実施する者は、本業務の実施の事実をもって、第三者に対し誤解を

与えるような行為をしてはならない。 

 

⑤法令の遵守 

民間事業者は、本業務を実施するにあたり適用を受ける関係法令等を遵守しなくてはならな

い。 

 

⑥安全衛生 

民間事業者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責任者を

定め、関係法令に従って行わなければならない。 

 

⑦記録・帳簿書類等 

民間事業者は、実施年度ごとに本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、本業務を終了し

た日又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 

⑧権利の譲渡 

民間事業者は、原則として本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡して

はならない。 
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⑨権利義務の帰属等 

1)本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、民間事業者は、そ

の責任において、必要な措置を講じなくてはならない。 

2)民間事業者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、研究所の承認を

受けなければならない。 

 

⑩契約によらない自らの事業の禁止    

民間事業者は、本業務の対象施設において、研究所の許可を得ることなく自ら行う事業又は

研究所以外の者との契約（研究所との契約に基づく事業を除く。）に基づき実施する事業を行っ

てはならない。 

 

⑪再委託の取扱い 

1)民間事業者は、本業務の実施にあたり、その全部を一括して再委託してはならない。 

2)民間事業者は、本業務の実施にあたり、その一部について再委託を行う場合は、原則として

あらかじめ企画書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名称、再委託先に委託

する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の業務履行能力並びに報

告徴収その他業務管理の方法）について記載しなければならない。また、民間事業者は、企

画書の提出前に、再委託先が単独又は入札参加グループで本入札に参加しようとする者でな

いことを確認するものとする。 

3)民間事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託に関す

る事項を明らかにした上で研究所の承認を受けなければならない。 

4)民間事業者は、上記2)及び3)により再委託を行う場合には再委託先から必要な報告を徴収す

ることとする。 

5)再委託先は、上記の「（４）秘密の保持等」及び「（５）契約に基づき民間事業者が講ずべ

き措置」の②から⑩までに掲げる事項については、民間事業者と同様の義務を負うものとす

る。 

6)民間事業者が再委託先に業務を実施させる場合は、全て民間事業者の責任において行うもの

とし、再委託先の責めに帰すべき事由については、民間事業者の責めに帰すべき事由とみな

して、民間事業者が責任を負うものとする。 

 

⑫契約内容の変更  

民間事業者及び研究所は、本業務の更なる質の向上の推進又はその他やむを得ない事由によ

り本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提出し、それぞれの相手

方の承認を受けなければならない。 

 

⑬契約解除 

研究所は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

1)偽りその他不正の行為により落札者となったとき 

2)法第10条の規定により民間競争入札に参加するものに必要な資格の要件を満たさなくなった

とき 
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3)本契約に従って本業務を実施できなかったとき、又はこれを実施することができないことが

明らかになったとき 

4)上記3)に掲げる場合のほか、本契約において定められた事項について重大な違反があったと

き 

5)法律又は本契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき 

6)法令又は本契約に基づく指示に違反したとき 

7)民間事業者又はその他の本業務に従事する者が、法令又は本契約に違反して、本業務の実施

に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用したとき 

8)暴力団関係者を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになったとき 

9)暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかになった

とき 

 

⑭契約解除時の取扱い 

1)上記⑬に該当し、契約を解除した場合には、研究所は民間事業者に対し，当該解除の日まで

に本業務を契約に基づき実施した期間に係る委託費を支払う。 

2）上記 1)による場合、民間事業者は、契約金額から消費税及び地方消費税に相当する金額並び

に上記1)の委託費を控除した金額の100分の 10に相当する金額を違約金として研究所の指定

する期間内に納付しなければならない。 

3）研究所は、民間事業者が上記 2)による金額を研究所の指定する期日までに支払わないときは、

その支払期限の翌日から起算して支払のあった日までの日数に応じて、年 100 分の５の割合

で計算した金額を延滞金として納付させることができる。 

4）研究所は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることができる。

なお、研究所から民間事業者に損害賠償を請求する場合において、原因を同じくする支払済

みの違約金がある場合には、当該違約金は原因を同じくする損害賠償について、支払済額と

みなす。 

 

⑮不可抗力免責  

民間事業者は、上記事項にかかわらず、不可抗力により本業務の全部若しくは一部の履行が

遅延又は不能となった場合は当該履行遅延又は履行不能による責任を負わないものとする。 

この場合、研究所と協議して決定するものとする。 

 

⑯契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と研究所が協議するも

のとする。 
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９．公共サービス実施民間事業者が対象公共サービスを実施するにあたり第三者に損害

を加えた場合において、その損害の賠償に関し契約により当該公共サービス実施民間

事業者が負うべき責任（国家賠償法の規定により国の行政機関等が当該損害の賠償の責

めに任ずる場合における求償に応ずる責任を含む。）に関する事項（法第 14 条第２項

第 10号） 

 

本契約を履行するにあたり、民間事業者又はその職員その他の当該公共サービスに従事する者が、

故意又は過失により、当該公共サービスの受益者等の第三者に損害を加えた場合には、次に定めると

ころによるものとする。 

 

①研究所が民法（明治29年法律第89号）第709条等に基づき当該第三者に対する賠償を行ったとき

は、研究所は当該民間事業者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生につい

て研究所の責めに帰すべき理由が存する場合は、研究所が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超え

る部分に限る。）について求償することができる。 

 

②当該民間事業者が民法（明治29年法律第89号）第709条等に基づき当該第三者に対する賠償を行

った場合であって、当該損害の発生について研究所の責めに帰すべき理由が存するときは、当該

民間事業者は研究所に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき

金額を超える部分について求償することができる。 

 

 

10．対象公共サービスに係る第７条第８項に規定する評価に関する事項（法第 14 条第２

項第 11号） 

 

（１）実施状況に関する調査の時期 

総務大臣が行う評価の時期（平成３２年５月を予定）を踏まえ、当該業務の実施状況については、

平成３２年３月３１日時点における状況を調査するものとする。 

 

（２）調査の方法 

研究所は、民間事業者が実施した自動車運転等業務の内容について、その評価が的確に実施される

ように、実施状況等の調査を行うものとする 

 

（３）調査項目 

 

①本実施要項１．（２）①において自動車運転等業務の質として設定した項目 

 

②本実施要項１．（２）②に示す従来の実施方法に本実施要項１．（３）での提案を反映し確定した

業務の履行状況（実施回数等） 

 

（４）実施状況等の提出 

研究所は、上記調査項目に関する内容を取りまとめた本業務の実施状況等について、（１）の評価 
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を行うために平成３２年５月を目途に総務大臣及び監理委員会へ提出するものとする。 

 

（５）評価委員会の意見聴取 

研究所は、本業務の実施状況等の提出にあたり、研究所に設置する本業務に関して利害関係を有し

ない外部有識者を含む評価委員会に報告を行い、意見を聴くものとする。 

 

 

11．その他対象公共サービスの実施に関し必要な事項（法第 14条第２項第 12号） 

 

（１）対象公共サービスの監督上の措置等の監理委員会への報告 

研究所は、法第 26条及び第 27条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場合には、その都

度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会へ報告することとする。 

 

（２）研究所の検査・監督体制 

 

①本契約に係る監督は、契約担当職が、自ら又は補助者に命じて、立会い、指示その他の適切な方

法によって行うものとする。 

 

②本業務の実施状況に係る監督は、本実施要項８．により行うこととする。 

 

（３）主な民間事業者の責務等 

 

①本業務に従事する者は、刑法（明治 40年法律第 45号）その他の罰則の適用については、法令に

より公務に従事する職員とみなされる。 

 

②法第 54 条の規定により、本業務の実施に関し知り得た秘密を漏らし、又は盗用した者は、１年

以下の懲役又は 50万円以下の罰金に処される。 

 

③法第 55 条の規定により、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者、あるいは指示に

違反した者は、30万円以下の罰金に処される。 

 

④法第 56条の規定により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、法第 55 条の違反行為をしたときは、行為者が罰せられるほか、

その法人又は人に対して同条の刑が科される。 

 

⑤会計検査について 

民間事業者は、一．公共サービスの内容が会計検査院法（昭和 22年法律第 73号）第 22条に該

当するとき、又は二．同法第 23条第１項第７号に規定する「事務若しくは業務の受託者」に該

当し、会計検査院が必要と認めるときには、同法第 25 条及び第 26 条により、会計検査院の実

地の検査を受けたり、同院から直接又は研究所を通じて、資料・報告等の提出を求められたり 
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質問を受けたりすることがある。 

 

 

別紙１････評価項目一覧表 

別紙２････従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

別紙３････管理・運営業務に関する企画書（総合評価のための業務実施の具体的な方法、 

その質確保方法等を記載する書類）の様式例 

別紙４････業務仕様書 

別紙５････施設配置図 

別紙６････業務実施責任者等の要件 

別紙７････暴力団排除に関する誓約書 
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評価項目一覧表 （別紙１：評価項目一覧表　）

評価対象

大
項
目

分類 項番 評価項目 ①基礎点 ②加点

（1）
企業の代表責任者及び本業務の責任者が記載されている
か。

【様式１】 ○か× －

（2）

本業務を実施するにあたっての具体的な実施体制（責任者
の配置及び当研究所との連絡体制等）が明確に示されてい
るか。業務フローは、当研究所の示す要件が満たされてい
るか。

【様式１】 ○か× －

（3）
本業務を遂行可能な人数が確保されているか。また、本業務
で必要とする法定資格者等が適切に配置されているか。（別
紙６のとおり）

【様式２】 ○か× －

（4）
本業務を実施するにあたって、人員の不足が生じた場合の
補助体制を確立しているか。

【様式２】 － 10点

（5）
当研究所が必要とする役務又はこれと類似する役務につい
て、過去３年間におけるサービス提供の実績を有する者であ
るか。

【様式３】 - 10点

（6）
本業務の実施全般に対する質の確保について適切に記載さ
れているか。

【様式４】 ○か× －

（7）
本業務を実施するにあたって、業務従事者の業務遂行能力
の向上のために、社内教育及び研修等の実施体制及び実施
内容について明記しているか。

【様式４】 － 10点

（8）
緊急時及び非常時の対応について、バックアップ体制、対応
方法、対応手順及び連絡先について具体的に記載されている
か。

【様式５】 ○か× －

（9）
トラブル時や緊急時に円滑に対応するために、 具体的な事態
を想定した上で、現実的かつ効果的な対策が提案されている
か。

【様式５】 － 10点

（10） 業務の質の向上に関する創意工夫の提案がされているか。 【様式６】 － 10点

（11）
本業務について、研究所にとって有効かつ具体的な提案であ
り、その実施について具体的な方法について、実施体制も含
めて提案されているか。

【様式７】 － 10点

５）ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗ
ﾝｽ等の推進に関
する指標

評価の対象となる女性活躍推進法、次世代法及び若者雇用
促進法に基づく認定等（当該認定等の根拠法令に基づき厚生
労働省が定める各都道府県労働局長が発出した認定通知書
等）を有しているか。

－ 5点

100点 65点満点

３）緊急時及び非
常時対応につい
ての考え方・体制

合　　　　　計

提案書審査における評価項目
（つくばセンター自動車運転・維持管理業務）

配点区分
（※重要度に応じて定める）

得点

２）業務の質の確
保について

１）業務の実施体
制について

４）業務を実施す
るにあたっての改
善提案

１．実施体制及び実施方法について

２．緊急時の対応について

３．改善提案について

４．女性の活躍推進
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（別紙２－１：経費）

従来の実施状況に関する情報の開示
1 従来の実施に要した経費 (単位：千円)

常勤職員

非常勤職員

物件費

委託費定額部分

成果報酬等

旅費その他

計(a)

減価償却費

退職給付費用

間接部門費

(a)+(b)

(注記事項)

１．　民間事業者が業務を実施するために必要な経費は、全て上記に含まれている。

２．　外部委託を実施している事業の成果報酬等の支払い条件はない。

３．　委託費の主な増減理由は以下のとおり。

　・　平成２７年度の経費の減額は、入札の結果によるもの。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

人件費

委託費等

11,700 11,000 11,000

参
考
値

(

b

)

11,700 11,000 11,000

11,700 11,000 11,000
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（別紙２－２：人員）

２ 従来の実施に要した人員 （単位：人）

（業務従事者に求められる知識・経験等）

従来、業務従事者に求められている知識・経験等は以下のとおり。

①．つくばセンター自動車運転・維持管理業務

 1)平成２７年度～平成２９年度
 <法定資格等一覧>

選定時期 人員 勤務形態 勤務日 勤務時間

企画書
提出時

必要名 常勤 平日 -

（業務の繁閑の状況とその対応）　

（注記事項）

業務実施責任者
等の名称

求められる資格等の名称

運転手

大型自動車免許
乗用車及びバスで企業
等において送迎運転経
験１年以上

①．つくばセンター自動車運転・維持管
理業務

　年間を通して大きな繁閑の差はない。

（１）　過去における業務従事者数

4

人員

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

44

非常勤職員

平成２８年度

常勤職員 00 0

平成２６年度 平成２７年度

0 0 0
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（別紙２－３：施設及び設備）

３ 従来の実施に要した施設及び設備

業務名称 無償貸与施設 無償対象設備等

①．つくばセンター自動車
運転・維持管理業務

第一事業所外周車庫01003運転手控え
室

自動車（マイクロバス等）、車両
整備・清掃用品、机、椅子、脇机
等

（注記事項）

・業務を実施するための自動車（マイクロバス等）を無償で貸与する。
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（別紙２－４：目標の達成の程度）

４ 従来の実施における目的の達成の程度

目標 実績 目標 実績 目標 実績

業務の不備に起因して業務継
続の確保ができなかった回数

０回 ０回 ０回 ０回 ０回 ０回

業務の不備に起因した人身事
故（及び物損事故）の発生回
数

０回 ０回 ０回 ０回 ０回 １回

平成２６年度 平成２８年度

(注意事項)
利用者に対するアンケートの実績なし。

平成２７年度
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（別紙２－５：従来の実施方法）

　　５　従来の実施方法等

１．従来の実施方法（業務フロー図等）

（１）研究所の指揮命令体制

①つくばセンター自動車運転・維持管理業務

（２）業務フロー図等

①連絡バスの運行予定スケジュールについては、５－１「【つくば駅】連絡バス時刻表　中央本館前バス停」を

　参照のこと。

②所内便の運行スケジュールについては、５－２「つくばセンター所内便運行表」を参照のこと。

（３）産業技術総合研究所の組織図

　６．「産業技術総合研究所組織図」のとおり。

２．経費及び人員の増減について

平成２７年度の経費の減額は、入札の結果によるもの。

３．事業の目的を達成する観点から重視している事項について

・交通法規、構内交通ルールの遵守

・所内便運行表、連絡バス時刻表の時刻遵守

・つくばエクスプレス（つくば駅）の運行ダイヤや乗降者数の変動に合わせて、連絡バス時刻表の変更に柔軟に対応

（注記事項）

第一事業所長
第一事業所研究業務推進室

管理グループ長
第一事業所

研究業務推進室長
監督職員
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第１ 東 つくば 西 西ＴＩＡ 東 つくば 西ＴＩＡ 西 第１

着 事業所 駅 事業所 連携棟 事業所 駅 連携棟 本館前 着

7:46 →
7:58着

8:00 → 8:12 → 8:22

8:34 → 8:38 →
8:48着

8:53
→ 9:07 → 9:10 → 9:20

9:33 ← 9:28 ←
9:15着

9:18
← 9:00 ← 8:51

9:45 9:35 ← 9:32 ← 9:20

9:33 → 9:38 →
9:48着

9:53
→ 10:07 → 10:10 → 10:20

10:37 ← 10:32 ←
10:17着

10:22
← 10:03 ← 9:55

10:45 10:35 ← 10:32 ← 10:20

10:33 → 10:38 →
10:48着

10:53
→ 11:07 → 11:10 → 11:20

11:37 ← 11:32 ←
11:17着

11:22
← 11:03 ← 10:55

11:33 → 11:38 →
11:48着

11:53
→ 12:07 → 12:10 → 12:20

12:37 ← 12:32 ←
12:17着

12:22
← 12:03 ← 11:55

13:37 ← 13:32 ←
13:17着

13:22
← 13:03 ← 12:55

13:25 13:15 ← 13:12 ← 13:00

13:33 → 13:38 →
13:48着

13:53 → 14:05 → 14:15

14:37 ← 14:32 ←
14:17着

14:22
← 14:03 ← 14:00 ← 13:50

14:33 → 14:38 →
14:48着

14:53 → 15:05 → 15:15

15:37 ← 15:32 ←
15:17着

15:22
← 15:03 ← 15:00 ← 14:50

15:33 → 15:38 →
15:48着

15:53 → 16:05 → 16:15

16:37 ← 16:32 ←
16:17着

16:22
← 16:03 ← 16:00 ← 15:50

16:30 → 16:35 →
16:45着

16:50 → 17:02 → 17:12

17:37 ← 17:32 ←
17:17着

17:22
← 17:03 ← 17:00 ← 16:50

17:25 → 17:33 →
17:45着

17:52 → 18:05 → 18:15

（別紙2-5-1）

産総研連絡バス時刻表　　第一事業所中央本館前バス停 

→←

←　　　西循環便　　　←

←　　　西循環便　　　←

←

情報棟8:33発

情報棟8:50発

→ →→

←　　　西循環便　　　←

情報棟7:45発

出発地

← ←← →第一（発）
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企画書の例 （別紙３/様式１）

１）企業の代表責任者、本業務責任者等

「産業技術総合研究所つくばセンター」の施設管理等業務
〔つくばセンター自動車運転・維持管理業務〕

ア．入札参加者の代表責任者、本業務の責任者を記載する。
イ．本業務を実施するにあたっての具体的な実施体制（責任者の配置及び当研究所との連絡体制
等）を記載する。
　その際、業務フローも合わせて記載すること。
なお、入札参加グループで参加する場合は、様式１に入札参加グループ員の一覧、入札参加グ
ループの代表事業者、入札参加グループ員の代表責任者及び各業務の担当者を記載すること。
入札参加グループ結成に関する協定書又はこれに類する書類を添付すること。

ア．入札参加者の代表責任者、本業務の責任者について

イ．本業務を実施するにあたっての具体的な実施体制（責任者の配置及び当研究所との連絡体制等）等
について
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企画書の例 （別紙３/様式２）

２）本業務の業務従事者及び法的資格等を有する者等の配置

ア．本業務を実施するにあたっての業務従事者及び必要とする法定資格等を有する者の配置について

イ．本業務を実施するにあたって、人員の不足が生じた際の補助体制について

ア．本業務を実施するにあたって、業務従事者及び必要とする法定資格等を有する者の配置を記載
すること。
イ．本業務を実施するにあたって、人員の不足が生じた際の補助体制を記載すること。

※本実施要項の別紙６「業務実施責任者等の要件」に記載された、当該業務を行う者に必要な条件
を満たすことを証する書類を提出すること。（写しでも可）
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企画書の例 （別紙３/様式３）

３）業務実績

請負金額等

請負金額等

請負金額等

請負金額等

　※　必要に応じ行を追加すること。

　※　実績を証明する資料（契約書、見積書、価格表又は価格証明書等の写し）を添付してください。

ア．当研究所が必要とする役務又はこれと類似する役務について、過去３年間におけるサービス提供の
実績

運行規模

運行規模

運行規模
　マイクロバス（26人乗り）2台による
送迎で、毎時1本（1日8本の運行）

（株）○○産業
平成22年1月～平成25年
12月まで
（4年間）

例）

　○○地区及び××駅間連絡用バスの
運行業務

年間　○○○万円

運行規模

業務名 発注者 時期 業務内容

＜記載例＞
　・発注者の具体名が記載できない場合は、「(株)A社」、「B大学」等で可
　・時期については、以下の記載例を参考にすること。過去３年間が一部含まれる場合でも可。
　　例１：平成２３年８月から現在まで　　（約６年間）
　　例２：平成２５年１月から平成２８年１２月まで　(４年間）
　・運行規模については、運行した車両の車種、車両数及び１日あたりの運行本数等を記載し、
　　実施していた事業の規模がわかるように記載すること。
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企画書の例 （別紙３/様式４）

４）業務の質の確保に対する考え方

ア．本業務の実施全般に対する質の確保についての考え方について

・業務の質の確保に関する考え方について、具体的かつ簡潔にまとめること。
ア．本業務の実施全般に対する質の確保についての考え方について記載すること。
イ．本業務を実施するにあって、業務従事者の業務遂行能力の向上のために、社内教育及び研修等の実
施体制及び実施内容について記載すること。

イ．本業務を実施するにあって、業務従事者の業務遂行能力の向上のために、社内教育及び研修等の実
施体制及び実施内容について
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企画書の例 （別紙３/様式５）

５）緊急時の体制及び対応方法

ア．緊急時及び非常時の対応について、バックアップ体制、対応方法、対応手順及び連絡先について

ア．緊急時（本業務の実施にあたり想定していたとおりの業務を実施することが困難になる未知の事故・
事象が生じた場合）及び非常時の対応について、バックアップ体制、対応方法、対応手順及び連絡先につ
いて具体的に記載すること。

イ．トラブル時や緊急時に円滑に対応するために、具体的な事態を想定した上での現実的かつ効果的な
対策の提案があれば記載すること。
　例えば、交通事故等に遭遇した場合を想定し、具体的な対応方法について記載すること。

イ．トラブル時や緊急時に円滑に対応するために、具体的な事態を想定した上での現実的かつ効果的な
対策について
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企画書の例 （別紙３/様式６）

６）改善提案総括表

有 無

　※　必要に応じ行を追加すること。

ア．従来の実施方法に対し、改善提案を行う場合は、改善を行う業務の項目と提案の概略を整理し
記載するすること。
　なお、下記に改善提案のない業務項目については、産業技術総合研究所が提示する最低水準と
して従来の実施方法に基づいて業務を行うものとする。

業務項目

※既存の仕様書類
に定める項目を明記

提案の概略

提案の有無
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企画書の例 （別紙３/様式７）

７）本業務の従来の実施方法に対する改善提案

ア．改善提案を行う業務について

イ．改善提案を行う理由について

ウ．改善提案の内容について

エ．改善提案による質の向上効果又は経費の削減効果について

オ．改善提案の実施方法について

カ．改善提案の実施体制について

・様式６に記載した改善提案について、以下の項目毎に具体的な提案を記載すること。
　ア．改善提案を行う業務について
　イ．改善提案を行う理由について
　ウ．改善提案の内容について
　エ．改善提案による質の向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）について
　オ．改善提案の実施方法について
　カ．実施体制について

業務項目名 ※様式６に記載した業務項目名を記載すること。
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                           別紙４/仕様書 

 

つくばセンター自動車運転・維持管理業務仕様書 

 

１．概  要  

産業技術総合研究所つくばセンター（以下「つくばセンター」という）にお

ける業務運営に必要な自動車運転と使用自動車の維持管理を行うこと。  

 

２．業務内容  

(１) つくばセンター中央地区、東地区及び西地区の各事業所及び施設などを定

期的に巡回する所内便を運行し、書類及び軽荷物の集荷集配を行うこと。 

巡回時間及び集荷集配場所は【別紙１】のとおりとする。各事業所の地図

を【別紙２】に示す。 

 

(２) つくばセンター第一事業所、本部情報棟、東事業所及び西事業所を経由し、

つくばエクスプレスつくば駅まで定期的に巡回する連絡便を運行する。地

図を【別紙３】に示す。 

運行予定時間は【別紙４】のとおりとする。 

 

    (３) 下記５．に定める使用自動車の維持管理を行うものとする。 

 

(４) 自動車の維持管理は、使用前後の自動車点検、給油及び清掃などを行い、

常に安全かつ清潔に使用すること。また、給油は研究所が、指定する給油

所にて行うこと。 

 

(５) 上記（１）及び(２)における運行実績把握のため、研究所への報告を行う

こと。報告の詳細については、下記６．に定める。 

 

(６) 業務遂行中に事故等の緊急事態が発生した場合は、速やかに救命措置及び

安全確保を行い、事故措置等必要な措置を講じること。また、事後におい

ては、事故処理に関する各種手続きを行うこと。  

 

(７) 来訪者の乗車にあたり礼を失することのないように応対すること。 

 

(８) 業務遂行にあたっては、つくばセンター第一事業所第一研究業務推進室に

所属する監督職員（以下「監督職員」という。）と連絡を密にして実施する

こと。 

 

(９) 上記の業務内容については、利用者の利便性や業務上の都合を勘案し変更

することも有り得るので柔軟に対応すること。その詳細は、別途協議する

ものとする。 
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３．業務実施日及び時間 

（１）業務を実施する日は、土曜日、日曜日及び祝日並びに 12 月 29 日から１月

３日までの年末年始を除く平日（研究所の勤務日）とする。 

 

（２) 業務を実施する時間については、研究所が利用者の利便性や業務上の都合

を勘案し変更することも有り得るので柔軟に対応すること。その詳細は別

途協議するものとする。 

 

４．資  格 

運転手は、大型免許の交付を受けた者であって、乗用車及びバスで企業等に

おいて送迎運転経験 1 年以上の者であること。 

 

５．使用自動車 

業務に使用する自動車は、【別紙５】のとおりとする。 

ただし、業務に使用する自動車が研究所の買い換えや修理等で使用できない

ときは、代替自動車により業務を行うこととする。この代替自動車については、

研究所で用意する。 

 

６．業務報告等 

     (１) 民間事業者は、各年度の業務開始７日前までに、年間業務計画書を監督

職員へ提出し、確認を受けること。 

 

(２) 業務日報、業務月報及び年間総括報告書は、本実施要項に定める期日ま

でに、監督職員へ提出し、確認を受けること。 

 

(３)業務日報には次の事項を記録する。 

     ・使用自動車、出庫時メータ、入庫時メータ及び当日走行距離 

・使用年月日、運行時間、遅延時間、運行区間及び運行内容 

・燃料補給記録、自動車点検等の記録 

・その他、自動車の維持管理及び運行に必要な事項 

 

(４) 民間事業者は、各年度の業務開始前までに、業務従事者名簿を監督職員に提

出すること。変更のある場合は、速やかに監督職員へ連絡すること。 

 

  (５) 事故等の緊急事態においては、速やかに監督職員に連絡及び報告を行うこ

と。  

 

７．業務実施にあたっての留意事項 

  (１) 民間事業者は、企業等においての送迎業務について十分な請負実績を持つ

こと。 

 

  (２) 民間事業者は、研究所から使用提供を受ける自動車について、善良な管理

者の注意を持って維持管理すると共に、業務以外の目的に使用させてはな
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らない。 

  (３) 民間事業者は、運転手に対して業務を円滑に行うための教育を施し、特に

産総研つくばセンターの地理に十分精通させること。また、心身共に健康

健全で、運転手経験を十分に積ませた当該業務を遂行するに適当と思われ

る者を充てること。 

 

  (４) 民間事業者は、業務実施に当たっては誠意を持って応対すること。また、

運転手を適切に掌握し、名札を着用させると共に、常に容姿を正しく、規

律を厳守させ、言葉遣いや動作にも十分配慮させるなど、来訪者及び役職

員等に対して不快感を与えないよう指導すること。 

 

  (５) 民間事業者は、業務上知り得た事項を他者に漏らしてはならない。また、

運転手にも、業務上知り得た事項を他者に漏らさないよう措置すること。 

 

８. 業務の引継ぎ 

   （１）本業務を落札した民間事業者（以下「受注予定者」という。）は、直ちに

現在業務を請け負っている者（以下「現受注者」という。）から本業務の

履行に支障がないよう業務内容等の引き継ぎを受けなければならない。 

 

  （２）現受注者は受注予定者に対して本業務内容等の引き継ぎを行わなければ

ならない。 

 

  （３）受注予定者及び現受注者は、引き継ぎを終えた場合は、引き継ぎ内容に

ついて研究所へ書面により報告しなければならない。 

 

９．そ の 他  

(１) 産業技術総合研究所つくばセンターの施設管理等業務の各業務と必要に応

じて連携を図るものとする。 

 

(２) 業務に使用する自動車については、産業技術総合研究所において自動車保険

に加入するものとし、補償内容については【別紙６】のとおりとする。ただ

し、当該業務に従事する運転手側に過失があり、かつ産業技術総合研究所の

資産を対象とした事故の場合は、民間事業者が責任を持って補償することと

する。 

 

(３) 民間事業者は、業務を行うために必要な控室、同付属設備等を無償で利

用することができるものとする。 

 

(４) 整備・清掃のための消耗品類は民間事業者からの請求に応じて研究所で準

備し負担するものとする。 

 

(５) 本仕様書に定めのない事項、または疑義が生じた場合は、研究所と民間事

業者の間で協議するものとする。 
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長方形
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別紙２
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別紙３ 
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第１ 東 つくば 西 西ＴＩＡ 東 つくば 西ＴＩＡ 西 第１

着 事業所 駅 事業所 連携棟 事業所 駅 連携棟 本館前 着

7:46 →
7:58着

8:00 → 8:12 → 8:22

8:34 → 8:38 →
8:48着

8:53
→ 9:07 → 9:10 → 9:20

9:33 ← 9:28 ←
9:15着

9:18
← 9:00 ← 8:51

9:45 9:35 ← 9:32 ← 9:20

9:33 → 9:38 →
9:48着

9:53
→ 10:07 → 10:10 → 10:20

10:37 ← 10:32 ←
10:17着

10:22
← 10:03 ← 9:55

10:45 10:35 ← 10:32 ← 10:20

10:33 → 10:38 →
10:48着

10:53
→ 11:07 → 11:10 → 11:20

11:37 ← 11:32 ←
11:17着

11:22
← 11:03 ← 10:55

11:33 → 11:38 →
11:48着

11:53
→ 12:07 → 12:10 → 12:20

12:37 ← 12:32 ←
12:17着

12:22
← 12:03 ← 11:55

13:37 ← 13:32 ←
13:17着

13:22
← 13:03 ← 12:55

13:25 13:15 ← 13:12 ← 13:00

13:33 → 13:38 →
13:48着

13:53 → 14:05 → 14:15

14:37 ← 14:32 ←
14:17着

14:22
← 14:03 ← 14:00 ← 13:50

14:33 → 14:38 →
14:48着

14:53 → 15:05 → 15:15

15:37 ← 15:32 ←
15:17着

15:22
← 15:03 ← 15:00 ← 14:50

15:33 → 15:38 →
15:48着

15:53 → 16:05 → 16:15

16:37 ← 16:32 ←
16:17着

16:22
← 16:03 ← 16:00 ← 15:50

16:30 → 16:35 →
16:45着

16:50 → 17:02 → 17:12

17:37 ← 17:32 ←
17:17着

17:22
← 17:03 ← 17:00 ← 16:50

17:25 → 17:33 →
17:45着

17:52 → 18:05 → 18:15

←　　　西循環便　　　←

情報棟7:45発

出発地

← ←← →第一（発）

別紙４

産総研連絡バス時刻表　　第一事業所中央本館前バス停 

→←

←　　　西循環便　　　←

←　　　西循環便　　　←

←

情報棟8:33発

情報棟8:50発

→ →→
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別紙６ 

 

 

 

 

1.使用約款  自動車総合保険普通保険約款 

       全車両一括付保特約 

              

   2.担保内容  対 人： 無制限 

          自 損 事 故： 1,500万円（１名につき） 

          無保険車傷害 ： 20,000万円（１名につき） 

          対 物： 無制限（免責０円） 

          搭乗者傷害保険： 1,000万円（１名につき） 

（バスの場合は１事故１億円） 

対人・対物示談交渉サービス付 
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（別紙６：業務実施責任者等の要件）

つくばセンター自動車維持管理業務
選定時期 業務実施責任者等の名称 求められる資格等の名称 人数 勤務形態 勤務日 勤務時間

自
動
車
維
持

管
理
業
務

企画書提出時 運転手
大型自動車免許
乗用車及びバスで企業等において送迎運転
経験１年以上

必要名 常勤 平日 -

※これらの者は、原則として民間事業者と雇用関係がある者とする。
※「企画書提出時」と記載されたものについては、入札書類に当該資格等を有することを証する書類を添付すること。
※「契約時」と記載されたものについては、契約時までに当該資格等を有する者を選任すること。

業務実施責任者等の要件
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 別紙７  

誓  約  書 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、入札に参加するに当た

り、下記の事項を誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被るこ

ととなっても、異議は一切申し立てません。 

 

 

記 

 

 

１ ．競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。以下

「法」という。）第 10 条第 4 号及び第 6 号から第 9 号の暴力団排除条項に該当しない

こと。 

 

２．暴力団又は暴力団関係者を再委託先としないこと。 

 

３．法第 10 条各号の競争参加資格の欠格事由に該当しないこと。 

 

平成   年   月   日 

 

              殿 

（郵便番号        ） 

入札参加事業者 住 所 

 

電話番号 （   ）   － 

 

商  号 

又は名称 

 

氏  名          ○印  

 

（法人にあっては、代表者氏名） 

 

【法定代理人】 

 

氏  名          ○印  
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